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「連結計算書類の連結注記表」ならびに「計算書類の個別注記表」につきましては、法令なら
びに当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.surugabank.co.jp/) に掲載することにより、株主の皆さまに提供しておりま
す。
なお、本連結計算書類の連結注記表ならびに計算書類の個別注記表は、会計監査人ならびに監
査役が会計監査報告ならびに監査報告の作成に際して監査した連結計算書類ならびに計算書類
の一部であります。
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連結計算書類の連結注記表
連結計算書類の作成方針
　
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結される子会社ならびに子法人等 ８社

　 会社名 スルガスタッフサービス株式会社
ダイレクトワン株式会社
ＳＤＰ株式会社
株式会社エイ・ピー・アイ
スルガカード株式会社
スルガ・キャピタル株式会社
スルガコンピューターサービス株式会社
中部債権回収株式会社

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結の子会社ならびに子法人等

該当ありません。
② 持分法適用の関連法人等 １社

ＳＤＰセンター株式会社
③ 持分法非適用の非連結の子会社ならびに子法人等

該当ありません。
④ 持分法非適用の関連法人等

該当ありません。

（3）連結される子会社ならびに子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社ならびに子法人等の決算日は３月末日であります。

（4）のれんの償却に関する事項
のれんの償却は20年間の定額法により償却を行なっております。

（注）子会社、子法人等ならびに関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項ならびに銀行法施行
令第４条の２に基づいております。
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　
１．会計処理基準に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準ならびに評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行なって
おります。

（2）有価証券の評価基準ならびに評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法
(定額法)、その他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等に基づく時
価法 (売却原価は移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と
認められるものについては移動平均法による原価法により行なっております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお
ります。

（ロ）金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、上記（1）な
らびに（2）（イ）と同じ方法により行なっております。

（3）デリバティブ取引の評価基準ならびに評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行なっております。

（4）固定資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定率法により償却しております。また、主な耐用年数は次のとお
りであります。
　 建 物 15年～50年
　 その他 ４年～20年

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア
については、利用可能期間（５年～15年）に基づく定額法により償却しております。

（ハ）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額につい
ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外
のものは零としております。
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（5）貸倒引当金の計上基準
当社の貸倒引当金は、「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に
基づいて定めた償却・引当基準により、以下のとおり計上しております。
（イ）破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」
という。）に係る債権ならびにそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」
という。）に対する債権については、担保の評価額ならびに保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として償却し、帳簿価額から直接減額し
ております。その金額は4,095百万円であります。

（ロ）破綻先ならびに実質破綻先に対する債権については、（イ）による直接減額後の帳簿
価額から担保の処分可能見込額ならびに保証による回収可能見込額を控除し、その残
額に対し全額引当計上しております。

（ハ）現在、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の
処分可能見込額ならびに保証による回収可能見込額を控除し、その残額について、過
去の一定期間における毀損率等を勘案し、必要と認められる額を引当計上しておりま
す。

（ニ）破綻懸念先ならびに貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大
口債務者のうち、債権の元本の回収ならびに利息の受取りに係るキャッシュ・フロー
を合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ･フローを貸出条件
緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とす
る方法（キャッシュ･フロー見積法）により計上しております。

（ホ）上記（イ）～（ニ）以外の債権については過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
なお、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施
し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
連結される子会社ならびに子法人等の貸倒引当金は、当社に準じて資産査定を実施し、
必要と認めた額を計上しております。

（6）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（7）役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見
込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（8）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく支
給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。
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（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求による払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上
しております。

（10）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会における責任共有制度に基づく負担金の支払いに備
えるため、将来発生する可能性のある負担金支払見込額を計上しております。

（11）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用ならびに
数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用 発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により損益処理
数理計算上の差異 発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）によ

る定率法により、翌連結会計年度から損益処理
なお、連結される子会社ならびに子法人等については、退職給付に係る負債ならびに
退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

（12）外貨建の資産ならびに負債の本邦通貨への換算基準
外貨建の資産ならびに負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しておりま
す。

（13）リース取引の収益・費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース契約期間
の経過に応じて売上高と売上原価を計上する方法によっております。

（14）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業
における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第24号。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）
に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場
変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段であ
る金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。
また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の
金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
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（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法
は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによって
おります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ
スクを減殺する目的で行なう通貨スワップ取引ならびに為替スワップ取引等をヘッジ
手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジシ
ョン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
一部の資産・負債については、繰延ヘッジを行なっております。

（15）消費税等の会計処理
消費税ならびに地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、固定資

産に係る控除対象外消費税等は費用に計上しております。

会計方針の変更
（「退職給付に関する会計基準」等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退
職給付会計基準」という。）ならびに「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退
職給付会計基準第35項本文ならびに退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ
いて当連結会計年度より適用し、退職給付債務ならびに勤務費用の計算方法を見直し、退
職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割
引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間
に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間ならびに支払見込期間ごとの金額
を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取
扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務ならびに勤務費用の計算方
法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が3,158百万円減少し、利益剰
余金が2,046百万円減少しております。また、当連結会計年度の経常利益ならびに税金等
調整前当期純利益はそれぞれ27百万円増加しております。
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未適用の会計基準等
　企業結合に関する会計基準等（平成25年９月13日）
(1) 概要
　当該会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会
社に対する親会社の持分変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③暫定的な会計処理の
取扱い、④当期純利益の表示ならびに少数株主持分から非支配株主持分への変更を中心に
改正されたものであります。
(2) 適用予定日
　当社は改正後の当該会計基準等を平成27年４月１日に開始する連結会計年度の期首か
ら適用する予定であります。
(3) 当該会計基準等の適用による影響
　当該会計基準等の適用による影響は、未定であります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）
1．関係会社の株式総額（連結子会社ならびに連結子法人等の株式を除く） 926百万円
2．貸出金のうち、破綻先債権額は923百万円、延滞債権額は30,569百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行なった部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権ならびに債務者の経営
再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま
す。
3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は254百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以
上遅延している貸出金で破綻先債権ならびに延滞債権に該当しないものであります。
4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は19,136百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決
めを行なった貸出金で破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しないもので
あります。
5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は
50,883百万円であります。
なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形ならびに買入外国為替は、売却または（再）担保という方法
で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,785百万円であります。
7．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　 該当ありません
担保資産に対応する債務

　 該当ありません
上記のほか、為替決済、短資等の取引の担保等として、有価証券等145,478百万円を差
し入れております。
なお、その他資産には、先物取引差入証拠金200百万円ならびに保証金等4,483百万円が

含まれております。
8．当座貸越契約ならびに貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで
資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
1,480,115百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものまたは任意の時期に無
条件で取消可能なものが1,476,865百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当社ならびに連結される子会社ならびに子法人等の将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変
化、債権の保全ならびにその他相当の事由があるときは、当社ならびに連結される子会社な
らびに子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券
等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等
を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
9．有形固定資産の減価償却累計額 36,410百万円
10.有形固定資産の圧縮記帳額 4,133百万円
11.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社
債に対する保証債務の額は50百万円であります。
12.ストック・オプションの内容、規模ならびにその変動状況
（1）ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額ならびに科目名
　営業経費 17百万円

（2）権利不行使による失効により利益として計上した金額
　新株予約権戻入益 20百万円

― 7 ―

定時株主総会招集通知/別冊/WEB開示分 （宝印刷）  2015年05月26日 17時19分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



（3）ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況
① ストック・オプションの内容

平成19年
ストック・オプション

平成20年
ストック・オプション

平成21年
ストック・オプション

付与対象者の区分
および人数

当社の取締役
10名

当社の従業員
18名

当社の取締役
9名

当社の従業員
18名

当社の取締役
9名

当社の従業員
18名

株式の種類別ストック・
オプションの付与数（注)

普通株式
409,000株

普通株式
346,000株

普通株式
386,000株

付与日 平成19年８月１日 平成20年８月１日 平成21年８月３日

権利確定条件 権利確定条件は
付されていない 同左 同左

対象勤務期間 対象勤務期間は
定めていない 同左 同左

権利行使期間 平成21年８月１日～
平成26年７月31日

平成22年８月１日～
平成27年７月31日

平成23年８月３日～
平成28年８月２日

　
平成22年
ストック・オプション

平成24年
ストック・オプション

付与対象者の区分
および人数

当社の取締役
8名

当社の従業員
16名

当社の取締役
7名

当社の従業員
15名

株式の種類別ストック・
オプションの付与数（注)

普通株式
366,000株

普通株式
394,000株

付与日 平成22年８月２日 平成24年８月１日

権利確定条件 権利確定条件は
付されていない 同左

対象勤務期間 対象勤務期間は
定めていない 同左

権利行使期間 平成24年８月２日～
平成29年８月１日

平成26年８月１日～
平成31年７月31日

（注）株式数に換算して記載しております。
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② ストック・オプションの規模ならびにその変動状況
当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。

（イ）ストック・オプションの数
　

平成19年
ストック・オプション

平成20年
ストック・オプション

平成21年
ストック・オプション

権利確定前（株）
　前連結会計年度末 － － －
　付与 － － －
　失効 － － －
　権利確定 － － －
　未確定残 － － －
権利確定後（株）
　前連結会計年度末 319,000 303,000 79,000
　権利確定 － － －
　権利行使 280,000 249,000 22,000
　失効 39,000 － －
　未行使残 － 54,000 57,000

（ロ）単価情報
　

権利行使価格（円） 1,599 1,551 1,015
行使時平均株価（円） 1,918 2,153 2,298
付与日における
公正な評価単価（円） 532 351 377
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（イ）ストック・オプションの数
　

平成22年
ストック・オプション

平成24年
ストック・オプション

権利確定前（株）
　前連結会計年度末 － 394,000
　付与 － －
　失効 － －
　権利確定 － 394,000
　未確定残 － －
権利確定後（株）
　前連結会計年度末 52,000 －
　権利確定 － 394,000
　権利行使 5,000 167,000
　失効 － －
　未行使残 47,000 227,000

（ロ）単価情報
　

権利行使価格（円） 955 841
行使時平均株価（円） 2,017 2,163
付与日における
公正な評価単価（円） 229 270

　
（4）ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見
積方法
当連結会計年度において付与されたストック・オプションはありません。

　
（5）ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りが困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を
採用しております。
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（連結損益計算書関係）
1．「その他の経常費用」には、債権売却損2,135百万円を含んでおります。

　
（連結株主資本等変動計算書関係）
1．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数 摘 要

発行済株式
　普通株式 258,139 － － 258,139
　合計 258,139 － － 258,139
自己株式
　普通株式 21,557 21 723 20,855 （注）1.2
　合計 21,557 21 723 20,855
（注）１．普通株式の自己株式の増加21千株は、単元未満株式の買取によるものです。

２．普通株式の自己株式の減少723千株は、ストック・オプション行使によるもの723千株ならびに単元
未満株式の買増によるもの0千株です。

2．新株予約権に関する事項

区 分 新株予約権
の 内 訳

新株予約権
の目的と
なる株式
の 種 類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会
計年度末増 加 減 少

当社
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権

― 112

連結子会社・
子法人等 ― ― ―

合 計 ― 112
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3．配当に関する事項
（１）当連結会計年度中の配当金支払額
（決議） 株式の種類 配当金の

総 額
１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

百万円 円
平成26年５月８日
取締役会 普通株式 2,247 9.50 平成26年３月31日 平成26年６月２日

百万円 円
平成26年11月７日
取締役会 普通株式 2,014 8.50 平成26年９月30日 平成26年12月11日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度
の末日後となるもの
（決議） 株式の種類 配当金の

総 額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

百万円 円
平成27年５月12日
取締役会 普通株式 2,728 利益剰余金 11.50 平成27年

　３月31日
平成27年
　６月２日

　
（金融商品関係）
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、預金業務、貸出業務等の銀行業務を中心に、リース業務、保証業務、
クレジットカード業務などの金融サービスに係る事業を行なっております。主たる業務で
ある預金業務、貸出業務ならびに有価証券運用等において、金利の変動リスクや価格の変
動リスクを有していることから、リスク種類毎に資本配賦を行い、計量化したリスク量を
自己資本の範囲内にコントロールする統合リスク管理やALM（資産負債総合管理）を行
なっております。

（2）金融商品の内容ならびにそのリスク
当社グループが保有する金融資産は、主として国内の個人ローンを中心とした貸出金で
あり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクならびに金利の変動リスクに晒
されております。また、有価証券は、主に債券、株式等であり、満期保有目的、資金運用
目的等で保有しております。これらは、金利の変動リスク、価格の変動リスクに晒されて
おります。
金融負債は、預金が大半を占め、市場からの調達は限定的であります。これらは不測の
事態により、支払期日にその支払を実行できなくなる流動性リスクが存在するとともに、
金融資産と同様に金利の変動リスクに晒されております。これら金融資産・負債の金利の
変動リスクについてはALM（資産負債総合管理）を行なっており、一部は金利スワップ
取引を行なうことにより当該リスクを回避しております。
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デリバティブ取引は、ALMの一環として固定金利の支払、変動金利の受取を主とした
金利スワップを中心に取り組んでおります。当社では、これらをヘッジ手段として、ヘッ
ジ対象の金利リスクに対してヘッジ会計を適用しております。このほか先物為替予約にヘ
ッジ会計を適用しています。なお先物為替予約の一部でヘッジ会計の要件を満たしていな
い取引は、為替リスク等に晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
当社グループは、「統合的リスク管理規程」を制定し、リスクを適切に管理・監視する
ことにより、安定的な収益の確保と健全な経営基盤の確立を図っております。
① 信用リスクの管理
当社グループは、資産の健全性を維持・向上させ、適切な信用リスク管理を行なうこ
とを目的に「信用リスク管理規程」を制定しております。中小企業、個人ローンを中心
とした小口分散化されたポートフォリオを構築することで、特定先への与信が集中する
ことを排除するとともに、信用リスクの変動状況をモニタリングすることにより、リス
クに見合った適正な利益の確保に努めております。
貸出資産の信用リスク管理部門は、営業セクションから独立した審査部が担ってお
り、相互牽制機能を確保しております。審査部は、個別案件の審査、債務者の再生、不
良債権の処理、延滞管理などにより機能分担されており、初期与信から途上与信、最終
処理までを一貫して管理する態勢となっております。また、「信用リスク委員会」では、
信用リスクに一定以上の影響を及ぼす重要事項について審議し、経営会議に提言・報告
を行なっております。
審査部では、営業ならびに融資を通じて蓄積した各種データをもとに、債務者格付制
度を確立、財務情報などを分析し、貸出における信用力判定に正確さを期する体制を整
えております。資産査定部門においては、自己査定が適切に実施される体制を整備し、
資産健全性の維持・向上に努めております。
② 市場リスクの管理
（ⅰ）価格変動リスクの管理

有価証券の保有については、「市場･流動性リスク管理規程」に従い、リスクをリス
ク資本内に制御し、リスク資本内でより効率的な利益の追求を目指し行なっておりま
す。所管部署である市場金融部は、定期的に市場金融部執行方針を策定し、資本使用
額、ポジション枠、損失限度額等の限度枠を設定しております。これら限度枠の遵守
状況と使用状況は、機能分担された市場金融部内においてモニタリングを行なうとと
もに、統合リスク管理委員会へ定期的または必要に応じて随時、報告する態勢となっ
ております。なお、政策投資株式については、経営管理部を所管部署とし、その運用
ならびに管理は「政策投資株式に関するリスク管理規程」に定めております。政策投
資株式の取得・売却は、経営会議において決定しております。政策投資株式のリスク
資本の使用状況は、日々所管役員ならびに統合的リスク管理の統括部署に報告し、月
次で統合リスク管理委員会においてモニタリングを行い、経営会議に報告しておりま
す。
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市場金融部ならびに経営管理部の各担当部署は、フロントとバックを分離し相互牽
制機能が発揮できる管理体制を整えております。

（ⅱ）金利リスクの管理
金利リスクにつきましては、市場リスクにおける一つのリスク・ファクターと捉
え、資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクや資産・負債から生み出される収益
が損失を被るリスクと定義し、市場リスクに配賦されたリスク資本内でのより効率的
な利益追求を目指し管理しております。リスク量の計測につきましては、国債・地方
債等の有価証券については日次で、預貸金等については月次で実施し、計測したリス
ク量を月次で統合リスク管理委員会に報告しております。統合リスク管理委員会で
は、金利リスクを市場リスクの枠組みのなかで管理するとともに、各種リスクに割り
当てられた資本の使用状況についてのモニタリングを行なっております。また必要に
応じてアラームポイントを設定し、市場リスク量や損失額を一定の範囲内にコントロ
ールする管理運営を行なっております。統合リスク管理委員会で討議された内容につ
いては、経営会議に報告しております。
なお、金利の変動リスクをヘッジするための金利スワップ取引を行なっておりま
す。

（ⅲ）為替リスクの管理
為替リスクとは、外貨建資産・負債についてネットベースで資産超または負債超ポ

ジションが造成されていた場合に、為替相場が変動することによって損失を被るリス
クです。為替リスクの計測は「市場・流動性リスク管理規程」に基づき外国為替ポジ
ションを対象として行なっており、計測したリスク量が市場金融部執行方針で定めた
限度枠内に収まるよう管理を行なっております。

（ⅳ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、取引の執行と事務管理ならびにヘッジ有効性の評価
に関する部門をそれぞれ分離することで内部牽制体制を確立し、市場・流動性リスク
管理規程に基づき、運用を行なっております。

③ 流動性リスクの管理
流動性リスクの管理については、「市場・流動性リスク管理規程」に従い、安定した
資金繰りと高い流動性の確保ならびに流動性リスクが顕在化した場合においてリアルタ
イムな状況の把握ならびに報告体制等、適切な流動性リスク管理態勢の構築に努めてお
ります。さらに、市場流動性の高い有価証券の保有や、保有有価証券を利用した資金調
達手段を備えております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用
しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項
平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価ならびにこれらの差額は、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、
次表には含めておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）現金預け金 794,594 794,594 －
（2）コールローン及び買入手形 127,102 127,102 －
（3）金銭の信託 1,114 1,114 －
（4）有価証券 219,463 219,301 △162
　 満期保有目的の債券 145,141 144,979 △162
　 その他有価証券 74,321 74,321 －
（5）貸出金 3,010,748
　 貸倒引当金（＊１） △21,121

2,989,626 2,993,915 4,288
資産計 4,131,901 4,136,027 4,126
（1）預金 3,952,846 3,955,031 2,185
負債計 3,952,846 3,955,031 2,185
デリバティブ取引（＊２）
　ヘッジ会計が適用されていないもの （26） （26） －
　ヘッジ会計が適用されているもの 631 631 －
デリバティブ取引計 604 604 －
（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金ならびに個別貸倒引当金を控除しております。
（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味
の債務となる項目については、（ ）で表示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。

（2）コールローン及び買入手形
コールローン及び買入手形については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は
帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（3）金銭の信託
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券のうち、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金融機関から
提示された価格によっております。
なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については「(金銭の信託関係)」に
記載しております。

（4）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格、取引金融機関から提示された価格またはモ

デル使用による合理的に算定された価額によっております。投資信託は、公表されている
基準価格または取引金融機関から提示された価格によっております。自行保証付私募債
は、(5)貸出金の時価算定方法と同様の方法によっております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「(有価証券関係)」に記載
しております。

（5）貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信
用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類ならびに内部格
付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行なった場合に想定さ
れる利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）の
ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャ
ッシュ・フローの現在価値または担保ならびに保証による回収見込額等に基づいて貸倒見
積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額か
ら貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設け
ていないものについては、返済見込み期間ならびに金利条件等から、時価は帳簿価額と近
似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を時価としております。
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負 債
（1）預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け
入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のもの
は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）ならびに通貨関連取引（通貨先物）で

あり、割引現在価値により算出した価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次の
とおりであり、金融商品の時価情報の「資産(4) その他有価証券」には含まれておりませ
ん。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

① 非上場株式 (＊１) (＊２) 2,383
② 組合出資金等 (＊３) 5,978

合 計 8,362
　

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について609百万円減損処理を行なっておりま
す。

（＊３）組合出資金等は、組合出資金ならびに非上場REITです。組合出資金のうち、組合財産が
非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているも
のについては、時価開示の対象とはしておりません。非上場REITについては、市場価格
がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはし
ておりません。
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（有価証券関係）
　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。
1．売買目的有価証券（平成27年３月31日現在）

当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額（百万円）

売買目的有価証券 0

2．満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在）
種 類 連結貸借対照表計上額

（百万円）
時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が連結貸借対照表計上
額を超えるもの 国 債 14,996 14,997 0

時価が連結貸借対照表計上
額を超えないもの 国 債 130,145 129,982 △162

合 計 145,141 144,979 △162

3．その他有価証券（平成27年３月31日現在）
種 類 連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 51,450 23,914 27,535
債券 1,748 1,708 40
　国債 － － －
　地方債 170 170 0
　社債 1,577 1,538 39
その他 16,227 11,483 4,743
小 計 69,425 37,106 32,319

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 1,661 2,076 △414
債券 184 184 △0
　国債 － － －
　地方債 50 50 －
　社債 134 134 △0
その他 3,050 3,086 △36
小 計 4,896 5,347 △451

合 計 74,321 42,453 31,868
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4．当連結会計年度に売却した満期保有目的の債券（自 平成26年４月１日 至 平成27年
３月31日）
該当ありません。

5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３
月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 891 387 －
債券 33,083 15 0
　国債 － － －
　地方債 29,872 11 0
　社債 3,210 4 －
その他 － － －

合 計 33,974 403 0
　

6．減損処理を行なった有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のう

ち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復
する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額
とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」とい
う。）しております。
また、その他有価証券の減損にあたっては、当連結会計年度末日における時価の取得原価
に対する下落率が50％以上の銘柄について減損処理をするとともに、30％以上50％未満の
銘柄について発行会社の信用リスクや過去一定期間の時価の推移等を判断基準として減損処
理を行なっております。
なお、当連結会計年度における減損処理はありません。
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（金銭の信託関係）
1．運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の
損益に含まれた評価差額

（百万円）
運用目的の金銭の信託 1,114 14

　

2．満期保有目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）
該当ありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的ならびに満期保有目的以外）（平成27年３月31日現在）
該当ありません。

（賃貸等不動産関係）
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（税効果会計関係）
　 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公
布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げが行なわ
れることとなりました。これに伴い、繰延税金資産ならびに繰延税金負債の計算に使用する
法定実効税率は従来の35.2％から、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見
込まれる一時差異については32.7％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に
解消が見込まれる一時差異については31.9％となります。この税率変更により、繰延税金
負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は384百万円減少し、その他有価証券評
価差額金は1,034百万円増加し、法人税等調整額は820百万円増加しております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 1,222円40銭
１株当たりの当期純利益金額 138円82銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 138円64銭
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計算書類の個別注記表
　
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　
重要な会計方針
1．商品有価証券の評価基準ならびに評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行なってお
ります。
2．有価証券の評価基準ならびに評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法)、子会社・子法人株式等ならびに関連法人等株式については移動平均法による原価
法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原
価は移動平均法により算定)、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるもの
については移動平均法による原価法により行なっております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。
（2）金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、上記１.ならび
に２．(1)と同じ方法により行なっております。

3．デリバティブ取引の評価基準ならびに評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行なっております。

4．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法により償却しております。また、主な耐用年数は次のとおり
であります。
建 物 15年～50年
その他 ４年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、利用可能期間（５年～15年）に基づく定額法により償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について
は、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも
のは零としております。

5．外貨建の資産ならびに負債の本邦通貨への換算基準
外貨建の資産ならびに負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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6．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監
査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に基づき
当社で定めた償却・引当基準により、以下のとおり計上しております。
（イ）破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」
という。）に係る債権ならびにそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」
という。）に対する債権については、担保の評価額ならびに保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として償却し、帳簿価額から直接減額し
ております。その金額は2,567百万円であります。

（ロ）破綻先ならびに実質破綻先に対する債権については、（イ）による直接減額後の帳簿
価額から担保の処分可能見込額ならびに保証による回収可能見込額を控除し、その残
額に対し全額引当計上しております。

（ハ）現在、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の
処分可能見込額ならびに保証による回収可能見込額を控除し、その残額について、過
去の一定期間における毀損率等を勘案し、必要と認められる額を引当計上しておりま
す。

（ニ）破綻懸念先ならびに貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大
口債務者のうち、債権の元本の回収ならびに利息の受取りに係るキャッシュ・フロー
を合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条
件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と
する方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。

（ホ）上記（イ）～（ニ）以外の債権については過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　なお、すべての債権は資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
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（4）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務ならびに年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付
債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい
ては給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用ならびに数理計算上の差異
の損益処理方法は次のとおりであります。
過 去 勤 務 費 用 発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）によ

る定額法により損益処理
数理計算上の差異 発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13年）に

よる定率法により、翌事業年度から損益処理
（5）役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく支
給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（6）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について預金者からの払戻請求
による払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上し
ております。

（7）偶発損失引当金
偶発損失引当金は、信用保証協会における責任共有制度に基づく負担金の支払いに備
えるため、将来発生する可能性のある負担金支払見込額を計上しております。

7．リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日

前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借処理に準じた会計処理によ
っております。
8．ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における
金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第24号。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰
延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する
ヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取
引等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシ
ュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相
関関係の検証により有効性の評価をしております。
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（2）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行

業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ
有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行なう通貨スワップ取引ならびに為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象
である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジを行なっております。

9．消費税等の会計処理
消費税ならびに地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、固定資産

に係る控除対象外消費税等は費用に計上しております。
　
会計方針の変更
（「退職給付に関する会計基準」等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退
職給付会計基準」という。）ならびに「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退
職給付会計基準第35項本文ならびに退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ
いて当事業年度より適用し、退職給付債務ならびに勤務費用の計算方法を見直し、退職給
付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率
の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近
似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間ならびに支払見込期間ごとの金額を反
映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取
扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務ならびに勤務費用の計算方法の
変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が3,158百万円減少し、利益剰余金が
2,046百万円減少しております。また、当事業年度の経常利益ならびに税引前当期純利益
はそれぞれ27百万円増加しております。
　
注記事項
（貸借対照表関係）
1．関係会社の株式総額 6,852百万円
2．貸出金のうち、破綻先債権額は587百万円、延滞債権額は25,652百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行なった部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホま
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でに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権ならびに債務者の経営
再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま
す。
3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は254百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以
上遅延している貸出金で破綻先債権ならびに延滞債権に該当しないものであります。
4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は19,136百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決
めを行なった貸出金で破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しないもので
あります。
5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額および貸出条件緩和債権額の合計額は
45,631百万円であります。
なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形ならびに買入外国為替は、売却または（再）担保という方法
で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,785百万円であります。
7．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　該当ありません。
担保資産に対応する債務
　該当ありません。
上記のほか、為替決済、短資等の取引の担保等として、有価証券等145,478百万円を差
し入れております。
また、その他の資産には、先物取引差入証拠金200百万円ならびに保証金等4,376百万円
が含まれております。
8．当座貸越契約ならびに貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで
資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
1,476,444百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものまたは任意の時期に無
条件で取消可能なものが1,473,194百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありませ
ん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全およびその他相当の事由がある
ときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることができ
る旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を
把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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9．有形固定資産の減価償却累計額 33,556百万円
10.有形固定資産の圧縮記帳額 4,016百万円
11.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社
債に対する当社の保証債務の額は50百万円であります。
12.貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機ならびに付属機器の一部については、
所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額ならびに期末残高相当額

（単位：百万円）
有形固定資産 無形固定資産 合計

取得価額相当額 63 － 63
減価償却累計額相当額 59 － 59
期末残高相当額 4 － 4
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法によっております。
・未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）
一年以内 一年超 合計

未経過リース料期末残高相当額 4 － 4
（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっております。
・支払リース料 7百万円
・減価償却費相当額 7百万円
・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

13.関係会社に対する金銭債権総額 19,435百万円
14.関係会社に対する金銭債務総額 7,398百万円

（損益計算書関係）
1．「その他の経常費用」には、債権売却損2,043百万円を含んでおります。
2．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 285百万円
役務取引等に係る収益総額 46百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 237百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 1百万円
役務取引等に係る費用総額 4,415百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 1,400百万円
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3．関連当事者との取引
子会社ならびに子法人等

（単位：百万円）

属 性 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子法人等 スルガ・キャピ
タル株式会社

所有
　直接 43.9％
（間接 25.0％）

預金取引 ローン被保証 134,907 ― ―
金銭貸借取引 支払保証料 2,269 ― ―
リース取引 代位弁済額 2,193 ― ―
保証取引

子会社 SDP株式会社
所有
　直接 93.1％
（間接 6.9％）

預金取引 ローン被保証 131,223 ― ―
保証取引 支払保証料 1,150 ― ―

代位弁済額 622 ― ―
（注）1. 当社の有担保ローンならびに無担保ローンに対する保証であります。

2. ローン被保証には、債務者が直接保証料を支払っているローン被保証を含んでおります。
3. 保証料率については、過去の代位弁済実績等を勘案し決定をしております。
4. 取引金額には消費税等は含まれておりません。

個人
（単位：百万円）

属 性 会社等の名称
または氏名

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員の
近親者 矢作知三 被所有

　直接 0.0％ ― 資金の貸付 ― 貸出金 23

取引条件ならびに取引条件の決定方針
　貸出金については、一般の取引と同様な条件で行なっております。

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類ならびに株式数に関する事項

（単位：千株）
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 株 式 数 摘 要

自己株式
　普通株式 21,557 21 723 20,855 (注）1.2
（注）1. 普通株式の自己株式の増加21千株は、単元未満株式の買取によるものです。

2. 普通株式の自己株式の減少723千株は、ストック・オプション行使によるもの723千株ならびに単元
未満株式の買増によるもの0千株です。
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（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」
が含まれております。
1．売買目的有価証券（平成27年３月31日現在）

当事業年度の損益に含まれた
評価差額（百万円）

売買目的有価証券 0

2．満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在）
種 類 貸借対照表計上額

（百万円）
時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの 国 債 14,996 14,997 0

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの 国 債 130,145 129,982 △162

合 計 145,141 144,979 △162

3．子会社・子法人等株式ならびに関連法人等株式（平成27年３月31日現在）
　該当ありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式ならびに関連法
人等株式

貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式 5,952
関連法人等株式 900

合 計 6,852
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4．その他有価証券（平成27年３月31日現在）
種 類 貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 51,026 23,817 27,209
債券 1,748 1,708 40
　国債 － － －
　地方債 170 170 0
　社債 1,577 1,538 39
その他 15,381 11,359 4,021
小 計 68,156 36,884 31,271

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 1,661 2,076 △414
債券 184 184 △0
　国債 － － －
　地方債 50 50 －
　社債 134 134 △0
その他 3,050 3,086 △36
小 計 4,896 5,347 △451

合 計 73,052 42,232 30,820
（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

貸借対照表計上額
（百万円）

株式 1,820
その他 5,977

合 計 7,798
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３
月31日）
該当ありません。
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6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31
日）

売却額（百万円） 売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 891 387 －
債券 33,083 15 0
　国債 － － －
　地方債 29,872 11 0
　社債 3,210 4 －
その他 － － －

合 計 33,974 403 0
　

7．減損処理を行なった有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のう

ち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復
する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とす
るとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）してお
ります。
また、その他有価証券の減損にあたっては、当事業年度末日における時価の取得原価に対
する下落率が50％以上の銘柄について減損処理をするとともに、30％以上50％未満の銘柄
について発行会社の信用リスクや過去一定期間の時価の推移等を判断基準として減損処理を
行なっております。
なお、当事業年度における減損処理はありません。

（金銭の信託関係）
1．運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）

貸借対照表計上額
（百万円）

当 事 業 年 度 の
損益に含まれた評価差額

（百万円）
運用目的の金銭の信託 1,114 14

　

2．満期保有目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）
該当ありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的ならびに満期保有目的以外）（平成27年３月31日現在）
該当ありません。
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（税効果会計関係）
1．繰延税金資産ならびに繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりで
あります。
繰延税金資産
　貸倒引当金 4,252百万円
　退職給付引当金 3,804百万円
　有価証券等減損額 1,007百万円
　減価償却費 569百万円
　その他 3,207百万円
繰延税金資産小計 12,840百万円
評価性引当額 △1,978百万円
繰延税金資産合計 10,861百万円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △9,910百万円
　退職給付信託設定益 △2,105百万円
　圧縮記帳 △27百万円
繰延税金負債合計 △12,043百万円
繰延税金負債の純額 △1,181百万円

2．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布
され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げが行なわれるこ
ととなりました。これに伴い、繰延税金資産ならびに繰延税金負債の計算に使用する法定実
効税率は従来の35.2％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一
時差異については32.7％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれ
る一時差異については31.9％となります。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰
延税金資産の金額を控除した金額）は229百万円減少し、その他有価証券評価差額金は
1,025百万円増加し、法人税等調整額は791百万円増加しております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 1,189円87銭
１株当たりの当期純利益金額 135円63銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 135円45銭
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